
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住民基本台帳人口

2 5 . 3 . 3 1

2 4 . 3 . 3 1

増 減 率

42,104 人
人
％

44,763
-5.9 42,027 人 人

42,321

-0.7 ％

２２年国調区 分

4,332
21.1

第１次

第２次
3,459
16.9

産 業 構 造

１７年国調

24.9
5,838

4,076
17.4

第３次
12,695

62.0
13,434
57.2

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

3,722,291

7,184 0.0

面 　 積
人 口 密 度

k㎡
人

230.22
183

7,184 0.0
8,066 0.0

都 道 府 県 名

12

千 葉 県

団 体 名

2343

南房総市

市 町 村 類 型 Ⅰ－１

地方交付税種地 2 - 2

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

3,913,240 16.9 3,913,240 26.8
207,435 0.9 207,435 1.4

8,066 0.1
2,344 0.0

358,823 1.5 358,823 2.5
10,247 0.0 10,247 0.1

- - - -
58,892 0.3 58,892 0.4

- - - -
10,755 0.0 10,755 0.1

10,818,934 46.6 9,942,193 68.1
9,942,193 42.9 9,942,193 68.1
876,730 3.8 - -

15,395,920 66.4 14,519,179 99.4
5,169 0.0 5,169 0.0

264,895 1.1 - -
195,015 0.8 18,087 0.1
207,753 0.9 108 0.0

1,481,035 6.4 - -
10,410 0.0 10,410 0.1

1,013,644 4.4 - -
112,661 0.5 - -

2,598 0.0 - -
476,471 2.1 - -

1,350,915 5.8 - -
168,795 0.7 48,832 0.3

2,514,900 10.8 - -

23,200,181 100.0 14,601,785 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

3,875,957

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

3,875,957 99.0 -

99.0 -
1,585,965 40.5 -

64,755 1.7 -
1,359,229 34.7 -

-

92,991 2.4

-

-
68,990

-

1.8 -

-

1,973,719 50.4

-

1,967,716 50.3

-

103,464 2.6
212,809 5.4

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

37,283 1.0

37,283 1.0
37,283 1.0 -

- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

人

41,680

低 開 発

旧 産 炭

山 振

2,344

過 疎
給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

×

現 在 高

財政健全化等

指数表選定

財 源 超 過

う ち 日 本 人

42,321

×

×

×

0.0

○

-1.5

×

×

×

％

-

人

○

×

区　　　　分 平成 2 4年度 (千円 ) 平成 2 3年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

23,200,181 23,688,268
22,002,773 22,337,353
1,197,408 1,350,915

96,871 161,568
1,100,537 1,189,347
-88,810 140,039
11,872 1,415,595

- -
370,433 -
-447,371 1,555,634

平成２４年度

一

般

職

員

等

区　　　分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

444 1,451,880 3,270

40 99,560 2,489

38 117,732 3,098

- - -

- - -

482 1,569,612 3,256

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

×

×

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 22.04.01 8,300

副市区町村長 1 22.04.01 6,940

区 分

３．産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。
４．住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

教 育 長 1 22.04.01 6,410

議 会 議 長 1 18.03.20 4,130

議 会 副 議 長 1 18.03.20 3,600

議 会 議 員 21 18.03.20 3,370

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 4,201,963 19.1 3,991,203 3,929,394 25.2
う ち 職 員 給 2,657,778 12.1 2,458,173 - -

扶 助 費 2,082,930 9.5 655,548 655,328 4.2
公 債 費 3,012,135 13.7 2,980,099 2,980,099 19.1

元 利
償 還 金

11.7 2,555,122 2,555,122 16.4
434,528

一 時 借 入 金 利 子 - - - - -
( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

9,297,028 42.3 7,626,850 7,564,821 48.5
2,808,791 12.8 2,089,164 1,899,644 12.2

維 持 補 修 費 139,811 0.6 111,268 111,268 0.7
補 助 費 等 2,778,855 12.6 2,193,515 1,596,285 10.2

うち一部事務組合負担金 1,473,834 6.7 1,135,934 1,056,087 6.8
繰 出 金 1,770,479 8.0 1,509,856 1,429,998 9.2
積 立 金 2,434,738 11.1 2,314,157 - -
投資・出資金・貸付金 99,650 0.5 67,069 66,953 0.4
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

2,673,421 12.2投 資 的 経 費 979,572
125,291 0.6う ち 人 件 費 125,291

2,656,714 12.1普 通 建 設 事 業 費 970,511
2.7

震災復興特別交付税

2,022,340 9.2 865,057
災 害 復 旧 事 業 費

602,966 96,746

16,707 0.1 9,061
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

22,002,773 100.0 16,891,451

内
訳

経常経費充当一般財源等計

81.3

千 円

経  常  収  支  比  率

18,088,859

％ ％

16.5

(減収補 債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成23年度(千円)

15.9

10,187,203

うち減収補 債(特例分)

議 会 費

区  分 決 算 額(Ａ)

243,005

構成比

1.1

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

243,005
総 務 費 5,126,979 23.3 640,546 4,157,012
民 生 費 4,814,486 21.9 34,974 2,908,120

3,128,010衛 生 費 14.2 312,375 2,465,089
労 働 費 - - - -
農 林 水 産 業 費 828,305 3.8 311,856 537,447
商 工 費 838,010 3.8 206,257 753,077
土 木 費 628,434 2.9 340,182 367,841
消 防 費 1,424,234 6.5 507,664 942,616
教 育 費 1,942,068 8.8 302,860 1,528,084
災 害 復 旧 費 16,707 0.1 - 9,061
公 債 費 3,012,135 13.7 - 2,980,099
諸 支 出 費 400 0.0 - -
前年度繰上充用金 - - - -

4,748,224

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 22,002,773 100.0 2,656,714 16,891,451

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

上 水 道

病 院

介護サービス

工 業 用 水 道

国民健康保険

そ の 他

2,308,870

448,391

90,000

11,302

-

393,151

1,366,026

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 521,645

再 差 引 収 支 436,879

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 9,168

被 保 険 者 数 ( 人 ) 16,326

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 92

国 庫 支 出 金 88

保 険 給 付 費 273

区　　　分 平成24年度(千円)

15,938,787

基 準 財 政 収 入 額 3,624,945
基 準 財 政 需 要 額 9,944,777
標 準 税 収 入 額 等 4,630,298
標 準 財 政 規 模 15,556,976
財 政 力 指 数 0.36
実 質 収 支 比 率 7.1
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 7,304,514
減  債 2,899,199
特 定 目 的 7,384,389

地 方 債 現 在 高 28,423,879

11 0.0

（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 -
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 1,445,333
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 100,000
徴
収
率

現
年

計
97.5 90.4
97.6 92.4
97.2 87.7

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

0.38

債
務
負
担
行
為
額

33

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
984,400 4.2 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

3,913,240

- -

100.0

7.5

-

8.1

- 13.8

7,663,075
2,095,478
5,871,282

28,486,586

-

の 指 定 状 況

9.4実質公債費比率(％)

-
-

1,694,954
-

-
100,000

97.6 91.0
97.8 92.6
97.1 88.8

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

-

元 金

12,668,969

86.8

旧 新 産

旧 工 特

利 子{ 2,577,607
2.0 424,977 424,977 2.7



平成24年度財政状況
人

口

-1.5

(a)

2 2 年 国 調

1 7 年 国 調

人

人

％

増 減 率

42,104

44,763

-5.9

人

人

％

産 　 業 　 構 　 造

（注）住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

都 道 府 県 名 団 体 名 市 町 村
類 型

地 方
交 付 税
種 地

人 口 １ 人 当 た り 歳 入 の 状 況 　 （ 単 位 　 円 ・ ％ ） 人 口 １ 人 当 た り 性 質 別 歳 出 の 状 況 　 （ 単 位 　 円 ・ ％ ）

面積( 2 4 . 1 0 . 1 )

人口密度(国調人口)

区 分 2 2 年 国 調

類 似 団 体 (千円)

k㎡

人

1 7 年 国 調
人

人

人

人

人

区 　 分
決 算 額 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等

当 該 団 体 類 似 団 体 当 該 団 体 類 似 団 体 当 該 団 体 類 似 団 体
区 　 分

当 該 団 体 類 似 団 体 当 該 団 体 類 似 団 体 当 該 団 体 類 似 団 体 当 該 団 体 類 似 団 体
決 　 算 　 額 決 算 額 構 成 比 経常経費充当一般財源等 経 常 収 支 比 率

地  方  税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

自動車取得税交付金

軽油引取税交付金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

使  用  料
手  数  料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金
( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄  附  金
繰  入  金
繰  越  金
諸  収  入
地  方  債
歳  入  合  計

区 　 分

人 口 １ 人 当 た り 目 的 別 歳 出 の 状 況　（ 単 位　 円 ）
決 　 算 　 額 決算額のうち普通建設事業費 決算額充当一般財源等の額

人

第１次

第２次

第３次

当 該 団 体 類 似 団 体 当 該 団 体 類 似 団 体 当 該 団 体 類 似 団 体

区 　 分 当 該 団 体

議  会  費
総  務  費
民  生  費
衛  生  費
労  働  費
農 林 水 産 業 費
商  工  費
土  木  費
消  防  費
教  育  費
災 害 復 旧 費
公  債  費
諸  支  出  費
前年度繰上充用金

1,593

歳  出  合  計

区 分

一 般 職 員
う ち 技 能 職 員

教 育 公 務 員
臨 時 職 員
合 　 計

人 口 千 人 当 た り 職 員 数 (人)

震災復興特別交付税 0

区 　 分当 該 団 体 類 似 団 体

7,868 0.0 1.3

当 該 団 体
当 該 団 体

-

当 該 団 体 類 似 団 体 区 分

-

人 口 １ 人 当 た り の 職 員 給 の 額

住民基本台帳人口

(円) 特 別 職 の 給 料 等 の 状 況 (月額平均,百円)
類 似 団 体

決 算 額 充 当 一 般 財 源 等 の 額
経 常 一 般 財 源 等 に 対 す る

類 似 団 体

(千円)

51,502

区 　 分

33

人口１人当たり積立金・地方債現在高・債務負担行為の状況 (単位 円)

歳  入  総  額

歳  出  総  額

歳 入 歳 出 差 引

実  質  収  支
経常一般財源等収入額

経常経費充当一般財源等

基 準 財 政 収 入 額

基 準 財 政 需 要 額

標 準 財 政 規 模

経 常 収 支 比 率
財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率

人

公債費負担比率

2 5 . 3 . 3 1

元 金

％

人 件 費

％

42,027

％

256

％

積 立 金 現 在 高
財 政 調 整 基 金
減  債  基  金
その他特定目的基金

地 方 債 現 在 高
翌年度以降支出予定債務負担

類似団体比較カード

利 子

2 4 . 3 . 3 1

う ち 職 員 給

うち人件費

扶 助 費

公 債 費

元 利
償還金

一 時 借 入 金 利 子

(義務的経費計)

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等
一部組合負担金

上記以外のもの

積 立 金
投資・出資・貸付金

繰 出 金

前年度繰上充当金

投 資 的 経 費
(b)

普通建設事業費

う ち 補 助

う ち 単 独

災害復旧事業費

失業対策事業費

歳 出 合 計
うち人件費(a)+(b)

4,332

3,459

12,695

5,838

4,076

13,434

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

42,32142,321
230.22

192 188 0.0 0.0
56 62 0.0 0.0

236,567

343

充 当 一 般 財 源 等 の 比 率

165,556 42.9 27.8
20,861 24,140 4.13.8

- 16 - - - 16

93,113 106,685
4,936 5,219
171 273
192 188
56

-0.7

62
8,538 9,153
244 490
- -

1,401 1,397

183
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93,113 108,809 16.9 18.3

- -

4,936 5,219 0.9 0.9

349 0.0

171 273 0.0 0.0

236,567 165,556

8,538 9,153 1.5 1.5

236,567 165,556

244 490 0.0 0.1

- -

- - - -

345,473 289,372

1,401 1,397 0.3 0.2

123 165

- - - -

- 12

0.1 256 349

増 減 率

430 437

257,428 197,563 46.6 33.2

3 9
- -

248 493
- -
- 374
- -
- 11

366,334 323,504 66.4 54.3

- -

123 165 0.0 0.0

1,162 195

6,303 4,837 1.1 0.8

- -

4,640 8,431 0.8 1.4

347,438 291,068

4,943 2,501 0.9 0.4

う ち 日 本 人

人

35,240 98,449 6.4 16.5

41,680

％

248 493 0.0 0.1

区 分

24,119 42,398 4.4 7.1
2,681 2,212 0.5 0.4

62 599 0.0 0.1

{

11,337 16,004 2.1 2.7

61,332

32,144 21,548 5.8 3.6

60,217 11.7

4,016 15,889 0.7 2.7

10.6 60,797

59,840 58,431 10.8 9.8

54,702 16.4

552,030 595,462 100.0 100.0

17.6

10,339

99,982 84,869 19.1 14.9 93,497 76,114 25.2 24.5

63,240 52,676 12.1 9.3

49,562 77,847 9.5 13.7 15,593 24,100 4.2 7.8

8,302 2.0 1.5 10,112

70,909 62,759 19.1 20.2

8,043 2.7 2.6
- 13 - 0.0 - 13 - 0.0

221,216 231,248 42.3 40.7 179,999 162,973 48.5 52.4

66,833 66,839 12.8 11.8 45,201 36,614 12.2 11.8

71,671 68,533 13.7 12.1

3,327 6,112 0.6 1.1 2,648 4,382 0.7 1.4

66,121 56,541 12.6 9.9 37,982 33,969 10.2 10.9

35,069 20,461 6.7 3.6 25,129 16,997 6.8 5.5

31,052 36,080 5.9 6.3 12,854 16,972 3.5 5.5

57,933 55,638 11.1 9.8

2,371 8,854 0.5 1.6

42,127 56,369 8.0 9.9 34,026 40,201 9.2 12.9

- 16 - 0.0

63,612 86,923 12.2 15.3 23,308 19,572 6.3 6.3

2,981 1,798 0.6 0.3 2,981 1,601 0.8 0.5

63,214 75,709 12.1 13.3 23,093 17,779 6.2 5.7

14,347 38,043 2.7 6.7 2,302 3,070 0.6 1.0

48,120 35,212 9.2 6.2 20,583 14,046 5.6 4.5

398 11,205 0.1 2.0 216 1,789 0.1 0.6

- 9 - 0.0 - 4 - 0.0

523,539 568,540 100.0 100.0 301,448 278,482 81.3 89.6

102,964 86,667 19.7 15.2 93,497 76,114 25.2 24.5

5,782 5,416 - 6 5,782 5,413
121,993 110,337 15,241 6,365 98,913 57,898
114,557 154,764 832 5,299 69,196 77,669
74,429 46,242 7,433 4,102 58,655 37,295

- 2,806 - 46 - 470
19,709 26,158 7,420 10,552 12,788 13,723
19,940 13,354 4,908 1,708 17,919 7,012
14,953 53,669 8,094 24,399 8,752 30,870
33,889 21,903 12,079 4,341 22,429 16,934
46,210 53,623 7,206 18,457 36,360 33,884

398 11,205 - - 216 1,789
71,671 68,544 - - 70,909 65,802

10 503 - 435 - 348

7,2889,089

523,539 568,540 63,214 75,709 401,919 349,123

23,200,181 20,423,216

22,002,773 19,499,845

1,197,408 923,371

1,100,537 586,013

14,601,785 9,983,098

12,668,969 9,551,407

3,624,945 3,267,071

9,944,777 8,115,967

15,556,976 10,578,466

81.3 89.6
0.36 0.42

7.1 5.5

16.5 17.5

10.56 9.07
0.95 0.61
0.90 0.32

- 0.01
11.47 9.40

本 庁
支所・出張所等
施 設
合 計

市 区 町 村 長
副 市 区 町 村 長
教 育 長
議 会 議 長
議 会 議 員

37,815 33,158

16,336 12,230
63,240 52,676

8,300 7,689
6,940 6,419
6,410 5,717
4,130 4,092
3,370 3,274

418,495 199,120
173,805 66,942
68,984 20,572
175,706 111,606
676,324 567,848
34,391

実質公債費比率 8.1 12.8


